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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　触媒式ＰＦＣ分解装置により排ガス中のＰＦＣを分解し酸性ガスを生成するガス分解工
程と、前記ガス分解工程から排出された酸性ガスを除去する酸性ガス処理工程と、前記酸
性ガス処理工程に酸性ガス除去剤を供給する除去剤供給工程とを有する排ガス処理方法で
あって、
　前記除去剤供給工程は、前記触媒式ＰＦＣ分解装置上流部に設置されたガス分析計によ
り前記触媒式ＰＦＣ分解装置に流入するＰＦＣ量を測定し、予めわかっているＰＦＣ分解
率により、測定したＰＦＣ量から分解により生成する酸性ガス量を予測し、その予測結果
に基づいて除去剤供給手段から酸性ガス除去剤を供給することを特徴とする排ガス処理方
法。
【請求項２】
　請求項１記載の排ガス処理方法であって、前記除去剤がアルカリ金属，アルカリ土類金
属の塩基性塩の粉末であることを特徴とする排ガス処理方法。
【請求項３】
　請求項１記載の排ガス処理方法であって、前記除去剤の量を運転条件または排ガス組成
のいずれかと、前記ＰＦＣ量に基づいて予測することを特徴とする排ガス処理方法。
【請求項４】
　請求項１記載の排ガス処理方法であって、前記ガス分解工程の上流部に設置された温度
分析計によりガス温度を測定し、前記酸性ガス量の予測結果より算出された除去剤量を調



(2) JP 4701825 B2 2011.6.15

10

20

30

40

50

整することを特徴とする排ガス処理方法。
【請求項５】
　排ガス中のＰＦＣを触媒により分解し、酸性ガスを生成する触媒式ＰＦＣ分解装置と、
前記触媒式ＰＦＣ分解装置から排出された酸性ガスを除去する酸性ガス処理装置と、前記
酸性ガス処理装置に酸性ガス除去剤を供給する除去剤供給装置を有する排ガス処理装置で
あって、
　前記触媒式ＰＦＣ分解装置上流部に設置され、前記触媒式ＰＦＣ分解装置に流入するＰ
ＦＣ量を測定するガス分析計と、予めわかっているＰＦＣ分解率により、前記ガス分析計
により測定されたＰＦＣ量に基づいて前記触媒式ＰＦＣ分解装置通過後に生成する酸性ガ
ス量を予測し、前記予測結果に基づいて酸性ガスの除去剤を供給する酸性ガス除去剤供給
装置を備えたことを特徴とする排ガス処理装置。
【請求項６】
　請求項５記載の排ガス処理装置であって、前記触媒式ＰＦＣ分解装置上流部に設置され
たガス温度測定装置を有し、前記酸性ガス除去剤供給装置は前記ガス温度の測定結果によ
り前記酸性ガス除去剤量を調整することを特徴とする排ガス処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、排ガス処理システムとその処理方法に関し、詳しくは、半導体や液晶製造工
場から排出されるＰＦＣ(perfluorocompound）をＰＦＣ分解装置で分解する際に発生する
排ガス中の酸性ガス成分を効率良く無害化する排ガス処理システムとその処理方法に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　半導体、または液晶製造工場のエッチング工程，ＣＶＤクリーニング工程で高い温暖化
係数を持つＰＦＣが使用されている。ＰＦＣはＣＦ4，Ｃ2Ｆ6，Ｃ3Ｆ8，ＣＨＦ3，Ｃ4Ｆ8

，ＳＦ6、及びＮＦ3などの弗素化合物の総称である。ＰＦＣの処理方法としては、燃焼法
，プラズマ法，触媒法等が知られている。現在は簡便なメンテナンス，低ランニングコス
ト，高ＰＦＣ分解率の面から、触媒法を用いたＰＦＣ分解方法の普及が広まっている。し
かし、いずれの処理方法でも、ＰＦＣ分解後に高濃度の腐食性酸性ガスである弗化水素が
生成する。
【０００３】
　現在は生成した弗化水素ガスを湿式洗浄方式で除去する方式が主流である。湿式洗浄方
式の利点は高い弗化水素除去率が得られることである。また、多量の酸性水が排出するの
で、酸性ガスの処理施設を付帯する必要があることが課題となっている。排水ゼロという
社会ニーズの高まりから、酸性排ガス処理方式は湿式洗浄方式から薬剤を用いた乾式方式
への移行が推進されている。
【０００４】
　ごみ焼却施設では早くから湿式洗浄方式に変わる酸性ガス処理方式としてバグフィルタ
方式での処理を行っている。バグフィルタ方式では排ガス経路にあるダクトなどに水酸化
カルシウムや炭酸水素ナトリウムを供給し、中和反応によりＣａＣｌ2 ，ＮａＣｌとして
ハロゲンを固定化させることにより酸性成分を除去している。特開２００２－361040号公
報（特許文献１）は、酸性成分を含む排ガスを処理する集塵手段（バグフィルタ）の上流
側または下流側のいずれか一方または双方にレーザー式ガス分析計を設置し、このレーザ
ー式ガス分析計の測定結果に基づいて、酸性ガスを処理するために供給するアルカリ性薬
剤の供給量を増減調節することについて記載されている。
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－３６１０４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
　特許文献１に記載の発明ではごみ焼却施設から排出されるＨＣｌ，ＳＯｘなどの処理対
象ガスをガス分析の対象としている。しかし、ＰＦＣを分解することで排出される弗化水
素ガス（ＨＦ）は高腐食性を有し分析装置を壊す可能性が高いため、直接分析することは
困難である。また、集塵手段の上流部でレーザー式ガス分析計により酸性ガス量を測定し
て、その測定量に見合ったアルカリ性薬剤を供給する場合、分析してからガス除去に見合
ったアルカリ性薬剤を供給するまでの時間が短く、測定したガス量に見合ったアルカリ性
薬剤をリアルタイムに供給することは困難である。
【０００７】
　本発明の課題は、分解により弗化水素のような高腐食性を有する酸性ガスを生成する化
合物量を測定し、酸性ガスを除去するための酸性ガス除去剤を酸性ガス処理装置に効率良
く供給し、ランニングコストの低減を実現するシステムと方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決する本発明の特徴は、触媒式ＰＦＣ分解装置上流部にガス分析計を設置
し、ＰＦＣ分解装置に流入するＰＦＣ量を測定することにより、ＰＦＣ分解装置出口の高
腐食性を有する弗化水素ガスを含む排ガス中の酸性ガス量を算出し、その算出結果から供
給する除去剤量を決定し、効率良く酸性ガス除去剤を供給する排ガス処理システムである
。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明により得られる効果は、触媒式ＰＦＣ分解装置出口の弗化水素量を算出すること
で供給する酸性ガス除去剤量を調節することにより、効率良く弗化水素を除去することで
ある。その結果、余分な酸性ガス除去剤の使用、弗化水素除去により生成する廃棄物量を
抑えることができ、ランニングコストの低減が見込まれる。
【００１０】
　また、モニタリングが困難な酸性ガスに対しても生成量を予測することができ、それに
よりその酸性ガスを除去するのに必要な酸性ガス除去剤供給量を適宜調節することができ
、酸性ガス除去剤の余分な供給によるコストを削減するとともに、排出される固形廃棄物
量も抑制することができ、最終処分場の負担を低減することができるようになる。
【００１１】
　また、ＰＦＣ分解装置上流部でＰＦＣを測定することにより、ＰＦＣ分解装置の後段に
設置している酸性ガス処理装置に供給する酸性ガス除去剤量を決定するので、酸性ガス除
去剤供給に時間的な余裕があり、酸性ガスの流量変化に対応し、効率良く供給することが
できる。
【００１２】
　また、触媒式ＰＦＣ分解装置上流部にガス分析計を設置し、装置に流入するＰＦＣ量を
測定することにより触媒の劣化状況を明確に見極めることができ、触媒交換時期を早期に
決定することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　ＰＦＣを分解する代表的な方法として、触媒法，プラズマ法，燃焼法が挙げられるが、
いずれの方法でも分解により弗化水素ガスが生成する。
【００１４】
　例えば触媒法でＰＦＣを加水分解した場合の代表的な反応例を式（１）－（４）に示す
。
【００１５】
　　ＣＦ4＋２Ｈ2Ｏ ⇒ ４ＨＦ＋ＣＯ2 　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （１）
　　Ｃ2Ｆ6＋３Ｈ2Ｏ ⇒ ＣＯ＋ＣＯ2＋６ＨＦ　　　　　　　　　　 　　　　　 （２）
　　ＳＦ6＋３Ｈ2Ｏ ⇒ ＳＯ2＋６ＨＦ　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（３）
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　　２ＮＦ3＋３Ｈ2Ｏ ⇒ ＮＯ＋ＮＯ2＋６ＨＦ　　　　　　　　　　 　　　　　（４）
　したがって、触媒によるＰＦＣ分解率が予め分かっていれば、ＰＦＣ量を測定すること
で生成ＨＦ量を予測できる。ＰＦＣ量をＰＦＣ分解装置上流に設置したガス分析計により
分解前に測定し、ＰＦＣ分解装置出口の高腐食性を有する弗化水素ガスを含む排ガス中の
酸性ガス量を直接測定せずに算出することによって、分析装置の腐食等による測定値の変
化の影響を受けずに、除去材料を低減するとともに流量の変化に即応した処理が可能とな
る。
【００１６】
　触媒式ＰＦＣ分解装置前段部には、固形物を除去するための水スプレ塔を設置すること
が望ましい。水スプレ塔を設置することにより、触媒式ＰＦＣ分解装置に流入するＰＦＣ
を含む排ガス中の固形物を除去することができる。また、分解前より含まれている排ガス
中の酸性成分を除去することができ、ガス分析装置の負荷を小さくすることができる。排
ガス中に含まれている酸性成分がガス分析に影響を及ぼさない範囲であれば、水スプレ塔
の代わりに脱塵フィルタやバグフィルタを設置し、排ガス中の固形物のみを除去する方式
でもよい。
【００１７】
　ＰＦＣを測定するガス分析計の例としては、レーザー式ガス分析計，ガスクロマトグラ
フィー（ＧＣ），フーリエ変換赤外分光高度計（ＦＴ－ＩＲ）がある。本発明に適した分
析計は、測定時間が短く、連続測定が可能なものである。
【００１８】
　上記反応により触媒式ＰＦＣ分解装置で生成した弗化水素ガス等の酸性ガスを除去する
酸性ガス除去剤としては、アルカリ金属，アルカリ土類金属の塩基性塩、例えば水酸化カ
ルシウム，水酸化ナトリウム，水酸化カリウム，水酸化マグネシウム，炭酸水素ナトリウ
ム，炭酸ナトリウム，炭酸カルシウム，酸化カルシウムが使用できる。高い弗化水素除去
率，除去剤利用率を得るためには、上記化合物で、高いアルカリ金属またはアルカリ土類
金属含有率を持ち、且つ、高比表面積を持つものが望ましい。
【００１９】
　酸性ガス除去剤を排ガス経路である混合室に供給し、触媒式ＰＦＣ分解装置から排出さ
れた酸性ガスと混合させる。混合室は加熱することが望ましく、加熱によりガス中の水分
が凝縮するのを防ぎ、凝縮水に溶けた弗化水素により装置が腐食されるのを防ぐ。また、
酸性ガス除去剤は混合室に供給するのではなく、直接煙道内に供給してもよい。
【００２０】
　固形物捕集装置としては耐酸性を有する濾布及び装置材質から構成されるバグフィルタ
装置が望ましい。煙道中で反応した薬剤を捕集するとともに未反応の水酸化カルシウムを
濾布表面に堆積させ、未反応の弗化水素を除去する。濾布表面に堆積した酸性ガス除去剤
は、圧縮空気等で剥離させる。これにより、装置系内の圧力損失の上昇を抑制する。
【００２１】
　バグフィルタ装置材料は、使用温度に応じて変える必要がある。２００℃以上の高温で
の使用なら、インコネル，ハステロイ等のニッケル基合金が良い。２００℃以下での使用
なら、排ガス中に含まれる水蒸気が凝縮し、それに弗化水素等の酸性ガスが溶けて、イン
コネル等の金属材質を腐食する恐れがあるので、ポリテトラフルオロエチレン等のフッ素
樹脂が望ましく、さらに６０℃以下まで減温が可能であれば塩化ビニル等が使用できる。
いずれも耐食性材料が望ましい。
【００２２】
　濾布材料は弗化水素濃度，バグフィルタの温度使用条件によって材質を変えることが望
ましい。反応温度１５０℃以下ならポリエステル，ポリプロピレンン，アクリル製濾布、
１５０℃以上なら耐熱ナイロン，ポリイミド，ポリフェニレンサルファイド（ＰＰＳ），
ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）製濾布が望ましい。酸に対する耐食性は１５０
℃以下ならポリプロピレンが、１５０℃以上ならＰＰＳ，ＰＴＦＥが優れている。
【００２３】
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　バグフィルタの下流部にドレインタンクを設置するのが望ましい。ドレインタンクを設
置することによりバグフィルタを通過した排ガス中の水分を捕集することができる。また
、万が一バグフィルタで捕集できなかった弗化水素ガスが流出しても、ドレインタンクを
通過させることにより、凝縮水中に弗化水素を捕集することができ、バグフィルタを通過
した弗化水素濃度の十分の一以下に低減できる。排ガスが高温であればブロワまたはエジ
ェクタの下流部に、低温であれば上流部にドレインタンクを設置することが望ましい。
【００２４】
　弗化水素等の酸性ガスと酸性ガス除去剤の反応性は排ガス温度，含水率，流量等の運転
条件，排ガス組成により変化すると考えられる。酸性ガスは、前記で示した濾布の表面に
堆積した酸性ガス除去剤を通過する際に除去される量が多い。したがって、濾布表面での
排ガスの濾過速度が酸性ガスと酸性ガス除去剤の反応にとって重要なパラメータとなる。
濾過速度は２.０ｍ／min以下となるように設計することが望ましい。
【００２５】
　また、排ガスの含水率が高いと濾布表面に堆積した酸性ガス除去剤に水分が付着し、濾
布の目詰まりを引き起こす。また、水分中にも酸性ガスは溶解し、酸性ガスと酸性ガス除
去剤の反応に影響を与える。したがって、バグフィルタ内もしくはバグフィルタまでの配
管を加熱することが望ましい。
【００２６】
　バグフィルタまでの配管の加熱方法としては配管をヒータで加熱することが望ましい。
さらに望ましくは酸性ガス除去剤を供給する混合室にヒータを設置し加熱するのがよい。
また、バグフィルタの加熱方法としては濾布の内部に棒状ヒータを設置して濾布の内部か
ら加熱するのが望ましい。
【００２７】
　前記ガス分析計で測定したＰＦＣ量から触媒式ＰＦＣ分解装置後に排出される弗化水素
等の酸性ガス量を算出し、その算出結果から酸性ガス除去剤を供給するにあたり、酸性ガ
ス除去剤量は理論的に酸性ガスを除去するのに必要な量よりも多く供給することが望まし
い。排ガス温度，含水率、及び流量により酸性ガスと酸性ガス除去剤の反応性は変化する
と考えられるので、試験的、または計算により上記パラメータ変化における酸性ガス除去
剤による酸性ガスの除去効率の相関関係を明らかにし、酸性ガス除去剤を供給する際はこ
れらのことも考慮し、完全に酸性ガスが除去できる量の酸性ガス除去剤を供給することが
望ましい。
【００２８】
　そのため、排ガス温度測定装置等を設けることも可能である。その際は、上記の流量測
定装置と同様の理由により、分解装置の上流側に設置する必要がある。
【００２９】
　以下、実施例にて本発明を詳細に説明する。
【実施例１】
【００３０】
　本発明のシステムフローを図１に示す。分解して酸性ガスを生成するガス成分をガス分
解工程で分解し、生成した酸性ガスを酸性ガス除去剤供給工程から供給される酸性ガス除
去剤により酸性ガス処理工程で分解されるシステムにおいて、ガス分解工程上流部に設置
したガス分析計で、分解して酸性ガスを生成するガス成分量を測定し、測定したガス量か
ら分解により生成する酸性ガス量を予測し、その予測結果に基づいて酸性ガス除去剤供給
工程から酸性ガス除去剤を供給するシステムである。
【００３１】
　以下に半導体製造工場のドライエッチング装置から排出されるＰＦＣの処理フローを例
に挙げ、さらに詳しく説明する。
【００３２】
　半導体製造工場のＰＦＣの処理フローを図２に示す。半導体製造工場から排出された
ＰＦＣを固形物除去用スクラバーに送り、ガス中の固形分を除去する。スクラバーを通過
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したガスは後段部のＰＦＣ分解装置に送り、ＰＦＣを分解する。ＰＦＣ分解装置上流部に
設置したＰＦＣ量測定装置によりガス中のＰＦＣ量を測定し、予めわかっているＰＦＣ分
解率により、分解によって生成する弗化水素等の酸性ガス量を算出し、その算出した酸性
ガスを除去するために必要な酸性ガス除去剤量を予測し、酸性ガス除去剤供給サイロに予
測結果を出力する。ＰＦＣ分解装置でＰＦＣの分解によって生成した弗化水素等の酸性ガ
スは煙道上に設けられた酸性ガス除去剤供給室で酸性ガス除去剤供給サイロから供給され
た酸性ガス除去剤と混合され、後段のバグフィルタに送られる。バグフィルタでは反応し
た薬剤を捕集するとともに未反応の酸性ガス除去剤を濾布表面に堆積させ、堆積した酸性
ガス除去剤に酸性ガスを通過させることにより、未反応の酸性ガスを除去して、系外に排
出する。
【実施例２】
【００３３】
　本発明での装置構成の一例を図３に示す。
【００３４】
　半導体製造プロセスからの排ガス中にはドライエッチング工程で消費されなかったPFC
含有ガスが含まれる。ＰＦＣ含有ガスは水スプレ塔１００で固形物及び酸性分が除去され
、触媒式ＰＦＣ分解装置１０３に導入され、触媒１０４により分解される。触媒による
ＰＦＣ分解反応は加水分解によるので、分解装置内には反応水１１を常時流入させる。
【００３５】
　前記の触媒式ＰＦＣ分解装置の上流部で一定時間毎に触媒式ＰＦＣ分解装置内に流入す
るＰＦＣ量をガス分析計１１２で測定する。ＰＦＣ量を測定すると同時に排ガス中の含水
率，排ガス流量等も測定しておくことが望ましい。ガス分析計１１２で測定した値は制御
装置１１３に出力され、制御装置で、測定された量のＰＦＣが分解した際に生成する酸性
ガス量を算出する。その算出結果と、混合室１０５の温度や排ガス量、排ガス中の含水率
等のパラメータを考慮し、酸性ガスを完全に除去可能な酸性ガス除去剤量を算出する。そ
の算出結果を酸性ガス除去剤供給サイロ１１４に送り、入力した酸性ガス除去剤量を混合
室１０５に供給する。
【００３６】
　触媒式ＰＦＣ分解装置１０３から排出された酸性ガスと酸性ガス除去剤供給サイロ114
から供給された酸性ガス除去剤は混合室１０５で混合される。
【００３７】
　混合室１０５で酸性ガスと酸性ガス除去剤が混合された排ガスはバグフィルタ１０７に
送られる。バグフィルタ１０７では濾布１０８表面に堆積した酸性ガス除去剤を酸性ガス
が通過することにより酸性分を除去し、同時に、酸性ガス除去剤等の固形分を除去する。
濾布表面での酸性ガス除去剤と酸性ガスとの反応性は濾過速度に影響を受ける。濾布材質
の劣化防止，酸性ガスの高除去率を維持するのであれば、濾過速度が２.０ｍ／min以下に
なるように設計することが望ましい。
【００３８】
　また、水分を含んだ酸性ガス除去剤は濾布表面に堆積し、装置内の圧力を上昇させる。
定期的に圧縮空気１２を送り込み、濾布表面に堆積した酸性ガス除去剤等の固形分を除去
する必要がある。
【００３９】
　ＰＦＣの中で、ＣＦ4を例に挙げると、図２の触媒式ＰＦＣ分解装置１０３でＣＦ4１モ
ルが完全に分解されると、（５）の反応式から、弗化水素は４モル生成する。また、(６)
の反応式から、弗化水素４モルを分解するのに必要な水酸化カルシウムの物質量は２モル
である。ここで生成した弗化水素ガスと供給した水酸化カルシウムが１：１で反応するわ
けではなく、温度，含水率，ガス流量等のパラメータによって反応性は変化する。よって
、それらのパラメータを考慮した値を酸性ガス除去剤供給サイロ１１４に出力し、供給す
る酸性ガス除去剤量を供給する。
【００４０】
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　　ＣＦ4＋２Ｈ2Ｏ → ４ＨＦ＋ＣＯ2　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（５）
　　４ＨＦ＋２Ｃａ(ＯＨ)2 → ２ＣａＦ2＋４Ｈ2Ｏ　　　　　　　　　　 　　　（６）
　同様の方法によりその他のＰＦＣ（Ｃ2Ｆ6，ＳＦ6，ＮＦ3等）を分解することにより生
成する酸性ガス量から、供給する酸性ガス除去剤量を決定する。
【実施例３】
【００４１】
　本実施例は、２００－４００℃において水酸化カルシウムと弗化水素ガスを反応させた
例である。
【００４２】
　弗化水素はＣＦ4を触媒により分解することにより供給した。
【００４３】
　水酸化カルシウムと弗化水素の反応性の指標を理論反応率という値で評価した。理論反
応率は、ＣＦ4を分解することで生成する弗化水素により、充填した水酸化カルシウムが
１対１で反応した場合に完全に消費される時間（Ａ）と実際にインコネル管下部で弗化水
素が検知された時間（Ｂ）との比率で表した。
【００４４】
　　理論反応率（％）＝Ｂ／Ａ＊１００
　試験に用いた二種の異なる水酸化カルシウムＡ，Ｂの２００－４００℃での理論反応率
を図４に示す。水酸化カルシウムＢの方が同温度域において高反応率を示し、水酸化カル
シウムＡ，Ｂ共に反応温度約３２０℃で反応率は９９％以上となった。また、高温になる
にしたがい反応率は低下した。ここでいう理論反応率は水酸化カルシウムと弗化水素が１
対１で反応した場合を１００％としているので、１００％以下の条件については水酸化カ
ルシウム量を増やすことにより処理可能な弗化水素の量は増加すると考えられる。例えば
反応率６０～８０％の条件では水酸化カルシウム投入量を２～３倍、６０％以下の条件で
は４～５倍とすることが望ましい。
【００４５】
　表１に水酸化カルシウムＡ，ＢのＢＥＴ比表面積を示す。
【００４６】

【表１】

【００４７】
　同温度域で高反応率であった水酸化カルシウムＢの方が比表面積が大きい。水酸化カル
シウムと弗化水素が効率良く接触しているため反応性が高いと考えられる。使用薬剤は高
比表面積であることが望ましい。
【実施例４】
【００４８】
　バグフィルタ方式で、固形物，酸性ガスの除去に影響を与える因子に濾過速度がある。
バグフィルタの濾布表面での反応を模擬し、固定層で充填した水酸化カルシウムを通過す
るガスの線速度を変えて理論反応率を測定した。充填層の温度を約３００℃とし、線速度
は１.７～３.２ｍ／minとした。
【００４９】
　試験結果を図５に示す。線速度が大きくなるにしたがい理論反応率は緩やかな下降傾向
である。濾布素材の耐圧性により異なるが線速度（濾過速度）が２.０ｍ／min以下であれ



(8) JP 4701825 B2 2011.6.15

10

ば水酸化カルシウムと弗化水素を１対１で反応させた場合、反応率８０％以上が期待でき
る。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】本発明の処理システムフローを示した図である。
【図２】本発明における半導体製造工場のＰＦＣ処理フローを示した図である。
【図３】本発明の装置構成を示した図である。
【図４】２種の水酸化カルシウムによるＨＦ除去能の温度変化を示した図である。
【図５】線速度とＨＦ除去能の関係を示した図である。
【符号の説明】
【００５１】
　１００…水スプレ塔、１０２，１０６…加熱器、１０３…触媒式ＰＦＣ分解装置、105
…混合室、１０７…バグフィルタ、１０８…濾布、１０９…固形物回収槽、１１２…ガス
分析計、１１３…制御装置、１１４…酸性ガス除去剤供給サイロ。

【図１】 【図２】
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【図５】
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